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要旨：既往の研究で，極めて稀に起こる地震動を想定した多数の地震波を入力波とする地震応答解析をもと

に中低層 RC 造建築物を対象とする最大応答変位の予測式の提案を行った。本論文は，観測地震波 6 波，模擬

地震波 3 波に限定し，地震動の入力速度の最大値を 10Kine～130Kine と変動させた際に得られた応答変位と

提案した予測式の関係を調べた。その結果，提案した予測式は，本論文の解析結果に対しても概ね適合する

ことが明らかとなった。また，予測式の工学的意義を含め，式中の係数と減衰補正係数の関係性についての

考察を加えた。その上で，本予測式を用いて判定する耐震性能の評価手法を整理し，その判定手順を示した。 
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1. はじめに 

 近年の建築物に対する要求事項の中に地震後の継続使

用があり，国土交通省においても 2018 年 5 月に「防災拠

点となる建築物等を対象とする継続性に関わるガイドラ

イン」を公開した 1)。継続使用の判定を行うには，地震

時に生じる建物の応答変位を把握しなければならない。

したがって，建築物の耐震性能評価は，建築基準法によ

る「倒壊を防止する」などの最低基準に対する判定だけ

では不十分となる。そのため，現行の耐震基準をクリア

した既存建築物においても，地震時に生じる応答変位を

判定するための評価手法の構築が必要になる。 

 応答変位を算定する手法の一つに限界耐力計算に取り

入れられた等価線形化法がある 2)。ただし，同法では，

加速度や速度の応答スペクトルが用いられ，要求曲線を

使用限界・損傷限界・安全限界といった段階的な状態を

与え，性能曲線と一致した点が応答点となる。言い換え

れば，要求値を変更した場合は，応答点を再度求め直す

必要がある。すなわち，小地震から大地震に至る応答過

程を連続関数などで把握できるものにはなっていない。 

 地震時の被害調査においては，被災度（応答変位）を

地震動の大きさを表す指標（以下，地震動指標とする）

との関係で推定する試みがなされている。地震動指標の

因子としては，地動の最大加速度，SI 値，計測震度など

がある。 

 筆者らにおいても，中低層鉄筋コンクリート造建築物

（以下，RC 造）を対象に，最大応答変位と地震動指標の

関係について，地震応答解析に基づく検証を試みている

3)，4)。ただし，筆者らは，減衰 5％の速度応答スペクトル

に着目し，建物の降伏点周期に応じて積分範囲を変動さ

せて求める平均値（以下，速度スペクトル平均値 vSave と

する）を地震動指標の因子としている。速度応答スペク

トルそのものは，地震動が建物に与える最大のエネルギ

ー，すなわち，入力エネルギーとみなすことができる 5)。

従来，地震動指標の因子は，単に被災度（応答変位）と

相関がある物理値が採用されてきた。しかし，地震動の

入力エネルギーを用いて耐震性能を評価する考え方があ

ることを踏まえると，速度応答スペクトルは建物の応答

変位を論ずるうえで工学的意義を有する地震動指標とな

る。なお，速度応答スペクトルを平均値として取り扱っ

た理由は，実地震波の速度応答スペクトルの形状には凹

凸があり，わずかな周期の変化でスペクトル値は異なる

値をとる場合があり，平均的に捉えた値の方が変動の影

響を少なくできる可能性があると考えたことによる。 

 結果論としては，積分範囲となる周期帯を相関分析か

ら降伏点周期 Tyの 0.9～1.1 倍と定義し，かつ，回帰係数

0.16 を用いた式(1)で示す予測式を示した。 

   maxcal =0.16 vSave              (1a) 
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式(1)より，小レベルから大レベルに至る地震動の aveSv が

求まれば，式(1)を用いて応答変位を連続関数で把握する

ことができる。これを建物の損傷レベルと対比すれば，

あらゆる要求レベルに対する耐震性能評価が行え，その

評価手法は構造物のヘルスモニタリングにも応用が可能

となる。なお，式(1)の提案に際して入力波は，文献 3)で

は観測地震波 94 波および第 1 種～第 3 種地盤種の模擬

地震波 120 波，文献 4)では千葉県と茨城県の地盤情報を

もとにした表層地盤の増幅特性係数を用いて作成した模

擬地震波 396 波としたが，いずれも入力レベルが極めて

稀に起こる地震を想定した地震波となっている。 
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 本論文は，入力地震波を数波に限定するが入力速度の

最大値を 10Kine～130Kine と変動させた際に得られる応

答変位についても式(1a)は適合するかの確認を目的とし

た。また，式(1a)の工学的説明として，式中の係数 0.16 と

減衰補正係数の関係性についての考察を加えるとともに，

既報 3)，4)では述べていない式(1a)および式(1b)を用いて判

定する耐震性能の評価手順を整理した。 

 

2. 地震応答解析の概要 

2.1 解析条件 

 本論文では，曲げ降伏が先行する純ラーメン RC 造建

物を想定し，既往研究 3)，4)で用いた建物階数が 3，7，11

階の 3 種類とする。なお，式(1a)は多質点系モデルを用

いて検討を進めたが，式(1a)の解の推定精度は等価線形

化法から得られる解の推定精度と大差がなかったことか

ら等価 1 質点系への縮約が可能と判断し，本論文では等

価 1 質点系で検討する。 

 各階平面寸法（10m×30m），各階階高（h0=3.3m），各階

重量（Wi=3600kN であり，面積換算で 12kN/m2）は，一

定とした多層モデルを後述する方法により等価 1 質点に

縮約している。縮約した等価 1 質点系の骨格曲線は，図

－1 に示すひび割れ点および降伏点（降伏変形角は

Ry=1/150rad と仮定した）から構成されるトリリニア型と

した。ひび割れ耐力 Qcは，降伏耐力 Qyに対して Qc=Qy/3

としている。ひび割れ時の剛性 Kcは，降伏点時の等価剛

性 Ky=Qy/δyに対して Kc=3Kyとした。 

 等価 1 質点系への縮約は，各階の階高 h0および質量 m0

が一定なので，最も単純なモデルとして 1 次の固有振動

モードに逆三角形分布を仮定し，等価高さ Heと等価質量

Meをそれぞれ式(2)の各式で与えた。 
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したがって，降伏耐力 Qy および降伏変位δy は，それぞ

れ Qy=Cyb Me g およびδy=He Ryより求まる。ここで，H，

M，N は，建物の総高さ，総質量，総階数である。降伏せ

ん断力係数 Cybは，0.3，0.4，0.5，0.6 の 4 種類とした。

表－1に，解析建物の降伏点周期 Tyの一覧を示す。 

 履歴則は剛性低下型とするが，降伏点に達するまでは

原点指向型とした。降伏後の 2 次剛性は 0.001Kc，除荷時

の剛性は Ky/μy
0.4であり，せん断力が零まで除荷した点か

ら最大変位点を指向する。ここで，μy は塑性率である。

数値積分は，Wilson の θ 法で刻み時間を 0.001s とした。

減衰は，減衰定数を 5％とする瞬間剛性比例型とした。 

2.2 入力地震波と速度応答スペクトル 

 入力地震波は，模擬地震波 3 波と観測地震波 6 波とし

た。模擬地震波では，平成 12 年建設省告示 1461 号で規

定する減衰 5％に対応する解放工学的基盤における告示

の速度応答スペクトルを目標に作成した。表層地盤によ

る増幅率は，第 2 種地盤（平 12 年建告第 1457 号第 7）

を用い，位相特性は乱数（個数：3），包絡関数は Jennings

型，継続時間は 60s とした。観測地震波は，上記の模擬

地震波と異なる特性として直下型地震動に着目し，文献

3)で用いた観測地震波のうち 1994 年 Los Angeles 地震お

よび 1995 年 兵庫県南部地震を取り上げた。 

 表－2 に，入力地震波の一覧を示す。これらの地震波

は，速度波形の最大値を 10Kine～130Kine（刻み 10kine

ずつ）に基準化した。図－2 に，入力地震波の速度応答

スペクトルとして，入力速度の最大値を 50Kine（このと

 
図－1 解析に用いる復元力特性 

 
表－1 解析建物の降伏点周期 Tyの一覧 

 
 

表－2 入力地震波の一覧 

 

（注）表中の td/Tdは，全継続時間 Tdに対する有効時間 tdの比であり，  
   tdは地動の加速度波形 2 乗積分値が Tdに対して 5％～95％と 
   なるときの時間である。ここで，td/Tdの値が小さいほど直下型 
   地震動となる。 
 

図－2 入力地震波(50Kine 基準化時)の 

  速度応答スペクトル(h=5％) 
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きの入力加速度の最大値の平均値は，観測地震波が

3.4m/s2(範囲 2.3～4.5，偏差 0.83)，模擬地震波が 4.0m/s2(範

囲 3.2～5.0，偏差 0.73)）とした地震波による一例で示す。

横軸の周期は，本論文解析建物の降伏点周期（Ty≒

0.5s~1.5s）が塑性率 μ=5 程度の時の周期（約 1.1s~3.4s）

を考慮した 4s までを示した。速度応答スペクトルの計算

刻み時間は，0.01s とした。図より，観測地震波の平均値

曲線中の最大値は，模擬地震波の平均値曲線中の最大値

と概ね同じ値にあり，そのときの周期 T=0.85s は，告示

スペクトル（第 2 種地盤）のコーナー周期 T=0.864s と概

ね同じ値にあった。ただし，観測地震波の平均値曲線は，

T=0.85s 以降は右下がりの傾向にある。また，平均値曲線

に対する標準偏差は，観測地震波の方が模擬地震波より

大きい。 

 

3. 地震応答解析の結果 

3.1 応答変位と速度スペクトル平均値の関係 

 図－3 に，応答変位 Sδmax と式(1b)の速度スペクトル平

均値 aveSvの関係を階数ごとに示す。なお，地震動の大き

さを地動波形の最大速度で基準化（例えば，稀に発生す

る地震動で 25Kine，極めて稀に発生する地震動で 50Kine）

することがある。それを踏まえて，Sδmaxと aveSvの関係を

入力速度レベルごとに把握するという観点に立ち，模擬

地震波および観測地震波それぞれ同一入力速度ごとに求

めた平均値で図示した。図中には，式(1a)の計算値 calδmax

を示してある。 

 図より，いずれの建物階数も塑性率が 1 程度までは応

答変位 Sδmaxと式(1a)の計算値 calδmaxが概ね同じ値にある。

その後は，想定 7 階建物に対する計算値は応答変位との

適合度が最も高い傾向にあり，想定 3 階建物の計算値は

応答変位より小さい，想定 11 階建物の計算値は応答変位

より大きい傾向にあった。いずれにしても，全体を通し

てみると，多少のばらつきはあるが式(1a)の計算値は本

解析結果に対しても概ね適合していた。 

 図－4に，全ての応答結果について取りまとめた Sδmax

と aveSvの関係を示す。図より，図－3と異なって Sδmaxと

aveSvの間にばらつきを有することがわかる。したがって，

式(1a)に対するばらつきの検証が必要である。 

3.2 式(1a)の工学的意義に対する考察 

 式(1a)の工学的意義に対する考察として，図－5に示す

入力地震動による要求曲線と建物の性能曲線を用いた

等価線形化法の考え方をもとに，式(1a)中の係数 0.16 と

減衰補正係数の関係性を検証する。なお，筆者らは，入

力地震動の地震動指標として速度応答スペクトルに着

目していることから，ここでは要求曲線を速度応答スペ

クトルで与える。このとき，性能曲線を表す建物の荷重

と変形関係（骨格曲線）も速度応答スペクトルに換算す

る。すなわち，荷重 Q は総質量 M と等価角振動数 ωeqを

用いて Sv=Q/(M  ωeq)で，変位は塑性率 μy に換算した値

を等価周期 Teq =Ty√μyとして求めれば，骨格曲線が速度

応答スペクトルで表せられる。図－5(a)中の赤実線は，

想定 3 階建物，Cyb=0.3 による一例であり，この時の減衰

補正係数（図－5(b)）を求めるための算定式は，告示の

Fh=1.5/(1+10 heq)と heq=0.25(1-1/√μy)+0.05 を用いた。 

 

図－3 応答変位と式(1b)速度スペクトル平均値の関係 
 

 
図－4 全データによる応答変位と 

        式(1b)速度スペクトル平均値の関係 
 

 
図－5 速度応答スペクトルを用いた等価線形化法 

 

0 1 2 3 4
0

10

20

30

40

50

60

 ●：Cyb=0.3
 ●：Cyb=0.4
 ●：Cyb=0.5
 ●：Cyb=0.6

凡例塗りつぶし：観測地震波6波の平均
      凡例白抜き：模擬地震波3波の平均

Sδ
m

a
x
  

(c
m

)

　想定3階建物　

式(1a)の計算値c a lδm a x

 a veSv  (×102cm/s)

μ=1

μ=3

μ=5

0 1 2 3 4
0

10

20

30

40

50

60

Sδ
m

a
x
  

(c
m

)

　想定7階建物　

 aveSv (×102cm/s)

μ=1

μ=3

μ=5

0 1 2 3 4
0

10

20

30

40

50

60

Sδ
m

a
x
  

(c
m

)

　想定11階建物　

 a veSv  (×102cm/s)

μ=1

μ=2

μ=3

0 1 2 3 4
0

20

40

60

80
Sδ

m
a

x
 (

cm
)

 av eSv  (×102cm/s)

基本的統計値
平均値：0.95
相関係数0.881
標準偏差：0.350

（注）相関係数は，Sδmaxとcalδmaxの間で得られる値，
　　その他の基本的統計値は，Sδmaxとcalδmaxの比に関する値を示す。

← c a lδm a x=0.16a v eSv

←0.16a v eSv（1－σ）

0.16 a v eSv（1+σ）→

σ：標準偏差

 ● 模擬地震波
 ● 観測地震波

 S
v
 (

m
/s

)

↑　
減衰を加味した
　要求曲線

建物の性能曲線→

（a）等価線形化法による応答点

h=h0.05

       ↓

h=he q

       ↓

←Ty

　↑　
応答点

●

T(s)

（注）建物の性能曲線は，想定3階建物Cyb=0.3による一例であり，
　　　 Fhも同建物のTyをもとに告示式を用いて算定した値を図示した。

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0
0.0

0.5

1.0

1.5

（b）減衰補正係数

←Ty

T(s)

 F
h

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
1.2

 

- 777 -



 

 等価線形化法によれば，減衰定数 h=0.05 における等価

周期 Teq 時の速度応答スペクトル )h( 05.0，eqv TS に対して，

減衰補正係数 Fh および等価角振動数 ωeq= eqKM / （こ

こで，Keq= Qy /calδmax）を用いれば，図－5(a)中の応答点

（疑似最大応答変位 pδmax）が式(3)で与えられる。 

   maxp = eqeqvh TSF /)h( 05.0，        (3) 

式(3)中の Fh /ωeq において，Fh に告示の算定式を代入す

ると式(4)が得られる。 

   ）（ eqhF /cal   y
y

y
T




5.242

5.1




      (4) 

式(4)右辺において  = )]5.24(2/[5.1 yy  とおき，

これに μy=1～5 を代入し，その平均値を求めると =0.164

となる。これを式(4)に代入すると，式(5)を得る。 

   ）（ eqhF /cal yT 164.0           (5) 

さらに，表－1に示した本解析建物 12 種類の Ty（=0.59s

～1.50s）を式(5)に代入した際の平均値は 0.16 となる。し

たがって，式(1a)中の係数 0.16 に関する工学的意義とし

ては，塑性化時の周期の伸びによる ωeq の低下と履歴減

衰による Fh の低下に関する変動を平均的に捉えた値と

して与えられていることが明らかとなった。 

3.3 応答変位と式(1a)および式(5)の計算値の関係 

 式(1a)の推定精度を調べる。ここでは，式(5)の係数を

用いて算定される式(6)計算値cal2δmaxとの比較を行う。 

   )h(164.0 05.0maxcal2 ，eqvy TST       (6) 

図－6 に，解析結果の応答変位 Sδmax と式(6)および式(1a)

による計算値の関係を示す。図中の基本的統計値（図－

4と同様にして求めた相関係数，標準偏差および平均値）

は，地震波ごとに求めた値である。図より，相関係数で

判断する推定精度は式(1a)より式(6)の方が高い結果にあ

り，かつ，標準偏差で判断するばらつきは式(1a)より式(6)

の方が低い結果にあった。ただし，その差は僅かである。

差が僅かである理由は，係数 0.16 は Fhや ωeqの算定に付

随するばらつきが相互に相殺した値として得られ，結果

として推定精度に大きな差が生じなかったと考える。 

3.4 減衰補正係数に関する考察 

 式(1a)中の係数 0.16 と Fhの関係について，告示式以外

の算定式を用いた検証を加える。はじめに式(7)にもとづ

き最大応答変位から求める逆算値 hF  を調べる。 

   hF  = maxS ]/)h([/ 05.0 eqeqv TS ，     (7) 

また，告示式をはじめとし Fhの算定式は，一般には等価

粘性減衰定数の関数で表される。そこで，Substitute 

Damping 法による式(8)を用いた等価粘性減衰定数も併

せて検討する。なお，Substitute Damping 法では地震終了

時の全仕事を対象に算出することが多いことから，積分

範囲は地震開始から地震終了時の全時刻（0～Td）とした。 

   eqh sub =   
dT

eq

dT
yyZM

0

2

0
0 dt2/dt)(      (8) 

   0Z ：入力地震動の加速度， y：速度応答 

式(8)中の等価角振動数 ωeq は，原点と最大変位点を結ぶ

等価剛性 Kmax をもとにした等価周期 Tmax に 1 以下の縮

小係数 α を乗じた αTmax をもとに評価することで周期の

縮小・剛性の増大を図ることが多い。α については，既

に幾つかの論文で検証されている 6)~8)。その中で，岡野・

宮本 7)は α=0.82 を提案しており，これは中村・壁谷澤の

知見 6)を集約して表した係数となっている。また，稲井

らは 8)，正負の偏りに関する知見が示されている。本論

文では，Kmaxを正負平均値 aveKmaxで与え，かつ，0.82aveKmax

とした際の縮小係数を用いた式(9)の eqT  から求まる eq

を式(8)中の eq に代入して eqhsub を算定する。 

   eqT  =   2/82.0
2

maxmax KK

M


      (9) 

図－7 に，入力速度レベルが 10Kine～130Kine と増大す

る過程で得られた逆算値 hF  および eqhsub と塑性率 μmax

（応答変位 Sδmax を降伏変位で除した値）の関係を示す。

図は，想定 3 階建物における Cyb=0.3 による代表例で示

している。図において，入力速度レベルが増大すると横

軸の μmax は大きくなっている。その際， hF  は右下がり

の傾向にあるが，地震波 No.2 のようにばらつきを有する

地震波がある。一方， eqhsub についてみると，塑性率（入

力速度レベル）の増大により双曲線上に eqhsub が増大す

る傾向にあり， hF  に比べれば eqhsub と μmaxの関係に関す

るばらつきが小さい。図中には，全解析結果に対して求

めた告示式の計算値と hF  および eqhsub の比に関する標

 

図－6 応答変位と式(6)，式(1a)計算値の関係 
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準偏差を示した。同標準偏差から判断するばらつきは，

eqhsub より hF  の方が大きい。そこで，以下では，減衰補

正係数に対する推定精度の向上を試みる。 

 図－8 に，全ての解析結果に対する hF  と μmax の関係

を示す。図中には，文献 9)で示した式(10)で与えられる

減衰補正係数の算定式を図示した。 

   hF =    eqhh   1/1 05.0        (10) 

式(10)は，エネルギーの釣り合い式から誘導され，文献 9)

では，模擬地震波に対してλ=24 が得られた。これを本

論文の模擬地震波に対して得られた hF  と比較すると，

式(10)は hF  の上限値を包絡する形になっている。観測地

震波については，文献 9)でλ=4 が得られており，これを

本論文の観測地震波に対して得られた hF  と比較すると，

式(10)は hF  の中間値を与えている。 

 ここで，式(10)に対して，式(5)と同様な平均値を求め

ると，λ=24 のとき ）（ eqhF /cal = yT171.0 ，λ=4 のとき

）（ eqhF /cal = yT201.0 が得られた。これを，式(6)と同様

にして表すと，式(11)が得られる。 

   λ=24： )h(171.0 05.0maxcal3 ，eqvy TST   (11a) 

   λ=4 ： )h(201.0 05.0maxcal3 ，eqvy TST   (11b) 

図－9 に，応答変位 Sδmax と式(11)計算値の関係を示す。

図において，式(11)の相関係数は，図－6(a)で示した式(6)

と同じ値にあるが，式(11)の標準偏差は式(6)より小さく

なっている。特にその傾向は，模擬地震波より観測地震

波の方が顕著であり，Fh の算定式に式(10)を用いて応答

変位の予測を行うと推定精度の向上を図れる可能性があ

る。一方，式(1a)は，図－6(b)中の観測地震波でみられる

データの広がりによるばらつきを有するが，表－3 に示

した±20％内にあるデータ数割合は式(6)および式(11)と

同程度にある。基本的統計値そのものも式(6)および式

(11)に比べて著しく劣る値でもないことなどから，式(1a)

は本解析結果に対しても概ね適合したと考える。 

 なお，式(1a)の適用範囲は，本来は 2 章で示した建物

条件（曲げ降伏先行型 3～11 階建物で Ty=0.59s～1.50s）

となるが，前節までの検証結果から係数 0.16 は Fh / ωeq

を集約した値であることを考えると，式(1a)は Fhに大き

な影響を受けないことが示唆される。言い換えれば，Fh

が告示式もしくは式(10)で算定できる建物であれば式

(1a)で応答変位を推定できることになる。ただし，復元力

特性としては，除荷時の剛性低下指数を 0.4 とする剛性

低下型に限定しており，これが 0.5 および 0.6 となった

場合は式(1a)中の係数 0.16 は大きな値となるので，今後，

実用的な算定式の構築を向けた考察を加えていきたい。 

 

4. 耐震性能の評価手順 

 等価線形化法にもとづけば，図－5 に示したように，

速度応答スペクトルに換算された要求曲線と性能曲線の

交点が応答点となる。一方，式(1a)を用いて判定する本手

法は，入力地震動の地震動指標を速度スペクトル平均値

aveSv で表し，その入力レベルを入力速度で規定する。そ

の際，減衰補正係数を用いることなく地震動の aveSvさえ

把握できれば，小地震動から大地震に至る過程の応答変

位を連続的に算定できる。 

 以上の結果に対して，式(1a)を用いて判定する耐震性

能評価手法の手順を示すと，以下の 1.～5.となる。 

1. 耐震性能の評価対象とする地震動の原波形に対する

速度応答スペクトルを求める。（図－10(a)） 

2. 原波形の速度応答スペクトルをもとに，想定入力速

度レベルに応じたスペクトル値に変換する。（図－

10(b)は，20，40，60，80，100，120Kine による一例） 

 
図－7  Fh"および subheq"と塑性率μmaxの関係 

（想定 3階建て，Cyb=0.3 による一例） 

 

図－8  全データの Fh"とμmaxの関係 
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図－9 応答変位と式(11)計算値の関係 
 

表－3 各式の適合度（±20％となるデータ割合） 
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3. 図－10(b)をもとに，評価対象建物の降伏点周期 Ty

に対応する aveSvを，式(1b)より算定する。（図－11(a)） 

4. 得られた aveSv をもとに，応答変位 calδmax を式(1a)よ

り算定する。（図－11(b)） 

5. 得られた calδmax を建物の損傷状態と対応させること

で耐震性能の評価値を決定する。 

ただし，式(1)より応答変位が求まっても建物の損傷度を

直接は判定できない。同じ応答変位にあってもそれを変

形角もしくは塑性率に換算すると建物階数によって損傷

度レベルが異なるからである。本論文では，具体的な損

傷度と塑性率（変形角）の関係についてまでは言及しな

い。評価対象建物の重要度に応じて評価者が任意に損傷

度レベルを定めればよいと考えている。なお，一般には，

部材の残留ひび割れ幅などと関連付けた塑性率（変形角）

と損傷度レベルが定義されており，それを参照すること

はできる。 

 4 章で示した評価手順（1.～5.）をまとめると，図－3

中の式(1a)計算値と塑性率の交点をもとにして定まる速

度スペクトル平均値と塑性率の関係が建物階数に応じて

図－12として表すことができる。 

 

5. まとめ 

 筆者らは，既往の研究 3)，4)で極めて稀に起こる地震動

を想定した多数の地震波を入力波とする地震応答解析か

ら得られた結果をもとに，中低層 RC 造建築物を対象と

する最大応答変位の予測式の提案を行った。本論文は，

観測地震波 6 波，模擬地震波 3 波に限定し，地震動の入

力レベルを 10Kine～130Kine と変動させた際の応答解析

を行った。得られた新たな知見を，以下に示す。 

1） 地震動の入力レベルが極めて稀に起こる地震動の

みならず，入力レベルが連続的に大きくなる過程で

得られる応答変位に対しても，提案した予測式はば

らつきを有するものの概ね適合していた。 

2） 式(1a)の予測式が有する工学的意義の説明として，

式中の係数 0.16 と減衰補正係数の関係性について，

告示式およびエネルギーの釣り合い式から誘導さ

れる減衰補正係数を用いた考察結果を示すととも

に今後の課題を抽出した。 

3） 既往の研究で述べていない式(1a)の予測式を用いて

中低層 RC 造建築物の耐震性能を判定するための評

価方法を整理し，その手順を示した。 
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図－10  評価対象地震動の速度応答スペクトルの算定 

 

 
    図－11  入力速度レベルに応じた 

         速度スペクトル平均値と応答変位 
 

 
図－12 建物階数ごとの aveSvに応じた塑性率の算定法 
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